
① 子の出生日から８週間を経過する日の翌日までの期間内に、４週間（28日）以内の期間
を定めて、当該子を養育するための産後パパ育休（出生時育児休業）を取得した被保険者
であること（２回まで分割取得可）。

出生時育児休業給付金の対象は、以下のア及びイいずれにも該当する休業です。

ア 被保険者が初日と末日を明らかにして行った申出に基づき、事業主が取得を認めた休業。

イ 「出生日または出産予定日のうち早い日」から「出生日または出産予定日のうち遅い日から８週間を経過する日
の翌日まで」の期間内に４週間（28日）までの範囲で取得されたもの。

・ 産後休業（出生日の翌日から８週間）は出生時育児休業給付金の対象外です。

・ 出生時育児休業給付金の対象となるには、出生時育児休業の初日から末日まで被保険者である必要があります。
・ 男性が出生時育児休業を取得する場合は、配偶者の出産予定日または子の出生日のいずれか早い日から出生時

育児休業給付金の対象となります。⇒ 例１、２参照

・ 被保険者とは、一般被保険者と高年齢被保険者をいいます。

② 休業開始日前２年間に、賃金支払基礎日数が11日以上ある（ない場合は就業した時間数
が80時間以上の）完全月が12か月以上あること。

育児休業給付金と同じ要件です。
詳細は育児休業給付金の（１）②（７頁）をご覧ください。

③ 休業期間中の就業日数が、最大10日（10日を超える場合は就業した時間数が 80時間）
以下であること。

「最大」は、28日間の休業を取得した場合の日数・時間です。
休業期間が28日間より短い場合は、その日数に比例して短くなります。

（期間を定めて雇用される方の場合）

④ 子の出生日※１から８週間を経過する日の翌日から６か月を経過する日までに、
その労働契約の期間※２が満了することが明らかでないこと。
※１ 出産予定日前に子が出生した場合は、出産予定日
※２ 労働契約が更新される場合は更新後のもの

例１：出産予定日より後に子が出生した場合

子の出生日
↓

配偶者（母）

出生日の翌日
↓

子の出生日から８週間
を経過する日の翌日出産予定日

本人（父）

例２：出産予定日より前に子が出生した場合

２

１ 出生時育児休業給付金

(1)  支給要件

出生日の翌日
↓

配偶者（母）

子の出生日
↓

子の出産予定日から８週間
を経過する日の翌日出産予定日

本人（父）

産後休業（８週間）

10/1
↑  ↑

10/5, 10/6 11/30

10/6 12/1

出産予定日（10/6）から８週間を
経過する日の翌日は12/1です

出生日（10/5）から８週間を経過
する日の翌日は11/30です

出生時育児休業 取得可能期間（このうち最大28日間）

産後休業（８週間）

↑  ↑
10/1, 10/2

出生時育児休業 取得可能期間（このうち最大28日間）



例３：出生時育児休業を３回に分けて取得した場合の３回目の休業

出生時育児休業給付金の支給対象期間中、最大10日（10日を超える場合は就業した時間数が80時
間）まで就業することが可能です。
休業期間が28日間より短い場合は、その日数に比例して短くなります 。⇒ 例５・６参照

例：14日間の休業 ⇒ 最大５日（５日を超える場合は40時間）
10日間の休業 ⇒ 最大４日（４日を超える場合は約28.57時間）
[10日×10/28≒3.57 （端数切り上げ） ⇒４日、80時間×10/28≒28.57時間（端数処理なし）]

出生時育児休業期間中に就業した時間を合計した際に生じた分単位の端数は切り捨てます。
また、出生時育児休業を分割して取得する場合は、それぞれの期間ごとに端数処理を行います。

28日の出生時育児休業期間のうち、10日（10日を超える場合は80時間）を超えて、15日（120時間）就
業しているため、全期間を通じて出生時育児休業給付金は不支給となります。

休業中の就業可能日数/時間数の取扱い

出生時育児休業１回目（８日間） 出生時育児休業２回目（15日間）

ご注意ください

出産予定日
（子の出生日）

出産予定日（子の出生日）から
８週間を経過する日の翌日

本人 出生時育児休業① 出生時育児休業② 出生時育児休業③

例４：出生時育児休業を28日間を超えて取得した場合の28日超過分の休業
出産予定日

（子の出生日）
出産予定日（子の出生日）から

８週間を経過する日の翌日

本人 出 生 時 育 児 休 業

休業開始初日 28日目

例５-１： 28日の出生時育児休業期間中、15日間（１日８時間）就業した場合

休業
開始日

２～６日目 ７・８日目 ９～13日目 14・15日目 16～20日目 21～28日目

休 業 就 業 休 業 就 業 休 業 就 業 休 業

出生時育児休業給付金の対象とならないケース

合計23日の出生時育児休業期間のうち、９日就業していますが、就業可能日数以下のため、出生時育児休
業給付金は支給されます。
※10日×23/28≒8.21 （端数切り上げ） ⇒９日

例５-２：出生時育児休業を分割して取得し、
それぞれの期間を合計して９日間（１日８時間）就業した場合

休業開始日
２～６日目
（５日間）

７・８日目 休業開始日
２～５日目
（４日間）

６～15日目

休 業 就 業 休 業 休業 就業 休業

分割取得できるのは２回まで

取得できるのは28日間まで
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３回目の出生時育児休業（例３）や、28日を超えた分の出生時育児休業（例４）について、被保険者と事業
主との間で育児休業に振り替える旨合意すれば、育児休業給付金として支給申請することができます。



例６：出生時育児休業を10日間取得し、そのうち６日間部分就業した場合

10日間の出生時育児休業を取得した場合、4日以下（４日を超える場合は約28.57時間以下）の就業が可能
です。このケースでは、計６日間、28時間（28時間30分から分単位の端数を切り捨て）の就業であるため、
出生時育児休業給付金は支給されます。

休業
開始日

２日目 ３日目 ４日目 ５日目 ６日目 ７日目 ８日目 ９日目
休業

終了日

本

人
休 業

４時間
就 業

休 業
８時間
就 業

休 業

４時間
就 業

休 業

休 業

４時間30分

就 業
休 業

休 業
４時間
就 業

休 業
４時間
就 業

休 業

子の出生日（出産予定日前に子が出生した場合は出産予定日）から８週間を経過する日の
翌日から申請可能となり、当該日から２か月を経過する日の属する月の末日までに「育児休
業給付受給資格確認票・出生時育児休業給付金支給申請書」を提出する必要があります。

• 出生時育児休業は、同一の子について２回に分割して取得できますが、申請は１回にまとめて行いま
す。その際、休業取得日数、就業した日数・時間と支払われた賃金額は申請書の記載欄「支給期間そ
の１」（12欄）と「支給期間その２」（16欄）のそれぞれに記載してください（６頁参照）。

例：休業開始時の賃金日額は7,000円で、14日間の出生時育児休業を取得

この期間に賃金が支払われていない場合
支給額＝7,000円×14日×67％＝65,660円

この期間に３日就労して賃金21,000円が支払われた場合（支払われた賃金が休業開始時賃金日額×休業期
間の日数の13％～80％）。
支給額＝78,400円－21,000円＝57,400円

14日分の賃金日額の80％
＝7,000円×14日×80％
＝78,400円

(2)  支給申請期間

(3)  支給額

例：出産予定日より後に子が出生した場合

子の出生日
子の出生日から８週間
を経過する日の翌日 申請期限日出産予定日

支 給 額 ＝ 休業開始時賃金日額※ × 休業期間の日数（28日が上限）× 67％
※育児休業給付金と同じです（９頁参照）

支払われた賃金の額 支 給 額

「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」
の13％以下

休業開始時賃金日額×休業期間の日数×67％

「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」
の13％超～80％未満

休業開始時賃金日額×休業期間の日数×80％ー賃金額

「休業開始時賃金日額×休業期間の日数」
の80％以上

支給されません

出生時育児休業期間を対象として事業主から賃金が支払われた場合

休業開始時賃金日額の上限額
休業開始時賃金日額の上限額は15,190円となります（令和５年7月31日までの額）。
出生時育児休業給付金の支給上限額（休業28日）：15,190円×28日×67％＝284,964円

10/1 10/5 11/30 1/31
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出生時育児休業給付金の支給申請期間



出生時育児休業給付金の支給を受けるには、出生時育児休業を開始した被保険者を雇用して
いる事業主の方が以下の受給資格確認・支給申請の手続を行う必要があります。

• 雇用保険被保険者休業開始時賃金月額証明書の記載リーフレットは、ハローワークの窓口に用意しています。

• 育児休業給付受給資格確認票・出生時育児休業給付金支給申請書は、マイナンバーを記載して提出してください。

• 支給決定された出生時育児休業給付金は「払渡希望金融機関指定届」で届け出た被保険者本人の金融機関の口座に、支
給決定後約１週間で振り込まれます。

• 受給資格がある場合
「出生時育児休業給付金支給決定通知書」が交付されます。
支給額が算定されたときは、支給額が記載され、不支給決定されたときは、不支給の理由が記載されます。

• 受給資格がない場合
「育児休業給付受給資格否認通知書」が交付されます。
交付された「出生時育児休業給付金支給決定通知書」や、「育児休業給付受給資格否認通知書」は、被保険者の方にお
渡しください。

(4)  受給資格確認・支給申請手続

ご注意ください 出生時育児休業期間を対象とした賃金の取扱い

提 出 者 被保険者を雇用している事業主

提 出 書 類
①②の両方

① 雇用保険被保険者休業開始時賃金月額証明書

② 育児休業給付受給資格確認票・出生時育児休業給付金支給申請書

・出生時育児休業給付金の支給申請は、受給資格確認と同時に行う必要があります。

・②の書類には、払渡希望金融機関指定届が付いています。以前に雇用保険の他の給付（例えば基本
手当）の支給を口座振込で受けていた方は、その口座を使用することもできます。また、マイナ
ポータルに公金受取口座を登録している方は、ハローワークに個人番号を届け出ていれば、その口
座を使用することもできます（「払渡希望金融機関指定届」の提出が必要です）。

添 付 書 類
①②の両方

① 賃金台帳、労働者名簿、出勤簿、タイムカード、育児休業申出書、育児休業取扱通
知書など
出生時育児休業を開始・終了した日、賃金の額と支払状況を証明できるもの

② 母子健康手帳、医師の診断書（分娩（出産）予定証明書）など
出産予定日及び出産日を確認することができる、いずれかのもの（写し可）

提 出 先 事業所の所在地を管轄するハローワーク ※電子申請も利用できます

提 出 時 期

子の出生日（出産予定日前に子が出生した場合は、当該出産予定日）から８週間を経過
する日の翌日から提出可能となり、当該日から２か月を経過する日の属する月の末日が
提出期限
・休業期間を対象とする賃金がある場合は、当該賃金が支払われた後に提出してください。
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「出生時育児休業期間を対象として事業主から支払われた賃金」とは、出生時育児休業期間を含む
賃金月分として支払われた賃金のうち、次の額をいいます。

出生時育児休業期間に就労等した日数・時間に応じて支払われた額。
就労した場合の賃金のほか、出生時育児休業期間に応じて支払われる手当等を含みます。なお、通勤手当、
家族手当、資格等に応じた手当等が、就労等した日数・時間にかかわらず一定額が支払われている場合は
含みません。

就業規則等で月給制となっており、出生時育児休業期間を対象とした日数・時間が特定できない
場合は、日割計算（※）をして得られた額（小数点以下切り捨て）。

（※）「支払われた賃金額」×（「出生時育児休業取得日数」÷「出生時育児休業期間を含む賃金月の
賃金支払対象期間の日数（賃金支払基礎日数）」）



①５・６・７欄
５欄に出生時育児休業開始年月日、６欄に出産
年月日、７欄に出産予定日を記載してください。

②８・９・10欄
被保険者の個人番号・住所を記載してください。

③12・16欄
12欄に出生時育児休業の期間を記載してくだ
さい。
出生時育児休業を２回に分けて取得した場合に
それぞれの休業期間を記載してください。

④13・17欄
12・16欄の各休業期間中に就業した日数を記
載してください。

⑤14・18欄
就業した時間数を記載してください（１時間未
満の時間数は切り捨て）。

⑥15・19欄
12・16欄の支給期間について、「出生時育児
休業期間を対象として事業主から支払われた賃
金」を記載してください（５頁参照） 。

⑦申請期間
子の出生日（出産予定日前に子が出生した場合
は出産予定日）から８週間を経過する日の翌日
から申請可能となり、当該日から２か月を経過
する日の属する月の末日までのいずれかの日を
記載してください。

令和４年10月３日から16日までと同月19日から25日までの２回に分割して出生時育児休業を取得し、
それぞれ３日間と１日間、１日につき７時間就労し収入があった場合の記載例

記 載 例：育児休業給付受給資格確認票・出生時育児休業給付金支給申請書

通 知 例：出生時育児休業給付金支給決定通知書

①
②

③ ④ ⑤ ⑥

⑦

①支払方法
指定した金融機関口座番号が記載されて
いることを確認してください。

②通知内容
賃金月額と休業日数を基にした支給金額が印字
されます。計算方法は４頁を確認してください。
また、休業日数が28日を超えている場合や就
業日数、就業時間の上限を超えている等、支給
要件を満たさない場合はその旨が印字されます。

①

②

6

被保険者から申請等に係る同意書が提出された
場合には、被保険者の記名を省略できます。こ
の場合、申請者氏名欄には、「申請について同
意済み」と記載してください。


